








はじめに:国際婦人年、国連婦人の 10年の男女平等社会実現への理念は、我国の法制度上

に多くの改革をもたらし、とくに昭和 61 年 4 月施行された男女雇用機会均等法は、女性の

ライフサイクルの変化や自立意識の向上、或は高齢化社会の到来による社会的要請とも相

まって、今後女性の勤労者をますます増加させると同時にその勤労形態をも著しく変化さ

せることが予測される。 

 このような状況下で、地域の母子保健水準を維持、向上させるためには、勤労婦人が健

康に家庭生活と職業生活とを両立させ、健全な子どもを養育していけるような条件づくり

が必要であり、その一つとして地域の母子保健事業のあり方や保健指導のあり方を工夫・

改善していくことが望まれる。 

 従って我々は、地域における勤労婦人の母子保健に対する意識や行動の現状とこれに強

い影響を与えると思われる地域で働く保健婦の意識や行動について、両面的な調査をした

い。そして世帯の仕事別の母子保健指標の格差についても、それが女性の仕事との直接的

関係を示すものではないとしても、女性の保健行動には大きな影響を与えるものと考える

ため、その原因についても将来探究したい。 


